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(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第１四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 10,276 － 7,604 － 7,993 － 5,483 －

2022年３月期第１四半期 － － － － － － － －
(注)包括利益 2023年３月期第１四半期 5,432百万円( －％) 2022年３月期第１四半期 －百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第１四半期 79.80 －

2022年３月期第１四半期 － －
　

(注) 2023年３月期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、2022年３月期第１四半期
の数値及び対前年同四半期増減率については記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 415,532 182,585 43.9

2022年３月期 － － －
(参考) 自己資本 2023年３月期第１四半期 182,585百万円 2022年３月期 －百万円
　

(注) 2023年３月期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、2022年３月期の数値に
ついては記載しておりません。

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 0.00 － 133.00 133.00

2023年３月期 －

2023年３月期(予想) 0.00 － 148.00 148.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 53,000 － 41,300 － 42,500 － 29,450 － 428.58
(注１) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
　

(注２) 2023年３月期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率について
は記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、[添付資料]６ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記
事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期１Ｑ 68,871,790株 2022年３月期 68,871,790株

② 期末自己株式数 2023年３月期１Ｑ 156,267株 2022年３月期 156,967株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期１Ｑ 68,715,107株 2022年３月期１Ｑ 68,794,788株
　

（注）株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式（2023年３月期１Ｑ：71,700株、2022年３月期：72,400
　 株）及び役員向け株式交付信託が保有する当社株式（2023年３月期１Ｑ：84,000株、2022年３月期：84,000
　 株）を自己株式に含めて記載しております。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、[添付資料]２ページ「１．当四半期
決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間およ

び前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、活動制限の緩和に伴い個人消費および雇用・所得環境に持

ち直しの動きがみられたものの、企業収益については中国における経済活動抑制の影響などにより持ち直しの動き

に足踏みがみられる状況となりました。

住宅市場につきましては、政府の住宅取得支援策や住宅ローンの低金利環境が継続したものの、新設住宅着工戸

数が、前年同期を下回りました。住宅ローン市場につきましては、金融機関による金利競争が続くなか、住宅市場

同様に弱い動きとなりました。

このような事業環境のもと、当社は中期経営計画「Beyond the Border」の最終年度として、基本方針である「事

業規模拡大」、「事業領域拡大」ならびに「企業価値向上」の課題を中心に各種施策に取り組んでまいりました。

事業規模拡大におきましては、金融機関との関係強化や既存住宅ローン市場へのアプローチに取り組みました。

金融機関との関係強化につきましては、提携金融機関の利用率向上のため、当社保証商品の説明会や勉強会を実施

したほか、デジタルを活用したサービスの提供に努めました。既存住宅ローン市場へのアプローチにつきましては、

他社の保証債務承継に向けた提案活動を行いました。

事業領域拡大におきましては、住宅購入者、住宅販売者ならびに金融機関の住宅ローンに関する課題を解決する

べく、WEB申込とAI審査を利用した新たな住宅ローン申込スキームの構築に向けた取り組みを継続しました。また、

子会社を活用した事業領域拡大を図るべく、債権管理業務受託の開始に向けた体制整備や、他社で対応できない信

用保証のマーケット開拓に取り組みました。

企業価値向上におきましては、人材育成や女性活躍推進など重要課題（マテリアリティ）解決に向けた取り組み

を着実に進めました。

こうした取り組みの結果、営業収益は10,276百万円、営業利益は7,604百万円、経常利益は7,993百万円、親会社

株主に帰属する四半期純利益は5,483百万円となりました。

なお、当社グループの報告セグメントは「信用保証事業」のみであるため、セグメント情報の記載を省略してお

ります。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、415,532百万円となりました。

流動資産は、152,816百万円となりました。この主な内訳は、現金及び預金134,910百万円であります。

固定資産は、262,716百万円となりました。この主な内訳は、投資有価証券237,022百万円であります。

負債合計は、232,947百万円となりました。

流動負債は、28,684百万円となりました。この主な内訳は、前受収益17,429百万円であります。

固定負債は、204,262百万円となりました。この主な内訳は、長期前受収益173,856百万円であります。

純資産合計は、182,585百万円となりました。この主な内訳は、利益剰余金171,877百万円であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社は、2023年３月期第１四半期より従来の単体決算から連結決算に移行しました。なお、2023年３月期通期の

連結業績予想の詳細につきましては、本日（2022年８月５日）に公表いたしました「連結決算開始に伴う連結業績

予想に関するお知らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 134,910

求償債権 14,486

有価証券 10,614

その他 1,281

貸倒引当金 △8,477

流動資産合計 152,816

固定資産

有形固定資産 411

無形固定資産 844

投資その他の資産

投資有価証券 237,022

長期貸付金 3,534

長期預金 16,000

退職給付に係る資産 4

繰延税金資産 4,086

その他 812

投資その他の資産合計 261,460

固定資産合計 262,716

資産合計 415,532

負債の部

流動負債

前受収益 17,429

未払法人税等 2,222

債務保証損失引当金 6,457

その他の引当金 200

その他 2,374

流動負債合計 28,684

固定負債

長期借入金 30,000

長期前受収益 173,856

その他の引当金 397

退職給付に係る負債 8

固定負債合計 204,262

負債合計 232,947

純資産の部

株主資本

資本金 10,703

資本剰余金 637

利益剰余金 171,877

自己株式 △638

株主資本合計 182,580

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5

その他の包括利益累計額合計 5

純資産合計 182,585

負債純資産合計 415,532
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

営業収益 10,276

営業費用

債務保証損失引当金繰入額 782

貸倒引当金繰入額 △174

給料手当及び賞与 503

その他 1,560

営業費用合計 2,671

営業利益 7,604

営業外収益

受取利息 543

受取配当金 32

その他 12

営業外収益合計 588

営業外費用

支払利息 197

その他 2

営業外費用合計 200

経常利益 7,993

特別損失

投資有価証券売却損 65

特別損失合計 65

税金等調整前四半期純利益 7,927

法人税、住民税及び事業税 2,145

法人税等調整額 298

法人税等合計 2,443

四半期純利益 5,483

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,483
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 5,483

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △51

その他の包括利益合計 △51

四半期包括利益 5,432

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,432
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　


